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第２回総合計画等推進市民委員会 

事前質問・意見一覧表 

 

 

事前に送付した会議資料に対し、以下のとおり質問や意見が寄せられておりますので、 

回答とあわせ、報告いたします。 

 

Ⅰ．寄せられた質問及び意見の件数（総括表） ※政策３・４ 

資料名等 質問数 意見数 

１．資料１ 第７次八戸市総合計画【施策シート②】 13 0 

２．その他 0 0 

計 13 0 

（次ページ以降に具体的な質問や意見の内容を掲載）  

資 料 ２ 

令和６年６月 27 日 

総 市 委 0 2 
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Ⅱ．具体的な内容  

〇施策３―Ⅱ－１．地域防災の充実（P13～P17）                                                       

№ 内 容 

１ 

質問 

地域防災の充実 

能登半島地震の災害ボランティアに行った方の体験談で印象に残っていることは

「支援活動をしたい被災地以外の人たちとコーディネートできず混乱する現場」、「

避難所を圧迫する支援物資」の課題でした。この現状と課題を踏まえて、八戸市では

どのような体制を取ることで対策しているのでしょうか。 

 

回答 

【担当課】災害対策課、市民連携推進課 

〇「支援活動をしたい被災地以外の人たちとコーディネートできず混乱する現場」に

ついて（市民連携推進課） 

市では、大規模災害時に開設される「災害ボランティアセンター」の運営について、

平成22年度に八戸市社会福祉協議会と「災害時におけるボランティア活動等に関す

る協定」を締結し、それぞれの役割を明確にしています。 

 また、災害ボランティアセンターの迅速かつスムーズな災害ボランティアの受け

入れ及び効果的な救援・復興支援活動の実施を目指し、災害ボランティアセンターの

運営に参加または協力する団体間の平常時からの「顔の見える関係づくり」及びネッ

トワーク化を図ることを目的に、平成22年度に市と社会福祉協議会を含む関係８団

体で「災害ボランティアネットワーク八戸」を組織しています。 

 災害ボランティアネットワークでは、毎年行われている市総合防災訓練の際に、災

害ボランティアの受付訓練を実施するとともに、年二回、連絡会を開催し、訓練の振

り返りや災害ボランティアセンターの運営マニュアルの見直し等を行っており、オ

ンライン事前受付によるスムーズなボランティアの受付業務、被災者ニーズとのマ

ッチングの円滑化及び活動資機材の確保のネットワーク化に取り組んでいるところ

です。 

 加えて、市では、被災者のニーズとボランティアのニーズを結び付ける役割を担う

「災害ボランティアコーディネーター」の人材育成を目的に研修会を開催し、当地域

の関係機関の連携強化を図っています。 

○「避難所を圧迫する支援物資」について（災害対策課） 

避難所における物資等の運用については、各避難所内に設置された、町内会や自主

防災組織等の地域団体及び避難者、施設の管理者や職員、市職員で組織的に避難所の

開設・運営を行う「避難所運営委員会」の中で、避難生活に必要な食料や物資の把握

や在庫管理を行うとともに、食料等が不足する場合には市へ要請することとしてお

ります。 

市では、各避難所からの要請に基づいた必要な物資を配送することとしており、避

難所運営委員会と連携した体制を構築しております。 
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№ 内 容 

２ 

質問 

地域防災の充実 

（No1に関連しての質問） 

企業や団体から被災した自治体に対して、被災者のニーズがあるのにも関わらず

支援物資を断ったという事例が数多くありました。もちろん災害の種類や規模によ

っても機動力や各種対応が変わるのでやむを得ないことだと思いますが、企業や団

体との協定等が大切になってくると思います。八戸市では企業や団体との災害時の

協定に関する相談窓口や協定締結に向けた手順などはあるのでしょうか。 

 

回答 

【担当課】危機管理課 

当市では、市内外の企業や団体との間で、物資供給や道路・河川の復旧、避難場所

の提供、災害広報など様々な分野の災害協定を締結しており、協定の内容によって担

当課を定めております。 

担当課は主に災害対策本部上の業務分担に対応しており、災害発生時において協

定締結企業・団体に応援要請を行う業務負担を分散させ、応援要請や支援に関する調

整を効率的に行えるよう態勢を整えております。 

例として、物資供給に関する協定は、調達班である契約検査課、道路や河川の応急

復旧に関する協定は、土木班である港湾河川課や道路維持課が担当することとして

おります。 

災害時応援協定に関する主な相談窓口は危機管理課となっておりますが、協定の

内容により、担当課が危機管理課以外であると判断される場合は、危機管理課と担当

課が連携して具体的な協議を進めることとしております。 
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〇施策３―Ⅱ－５．消費生活の安心確保（P27～P29）                                  

№ 内 容 

３ 

質問 

消費生活の安心確保 

施策の目指す姿にある「消費者トラブルに巻き込まれないよう」に情報提供され、

「万が一トラブルに見舞われても」相談と支援に繋がる施策は大切だと思います。進

行管理指標の動向は、「消費者講座の受講者数」と「消費生活に関する相談件数」が

設定されておりますが、八戸市における消費者生活被害者件数の推移が分かるデー

タはあるのでしょうか。 

 

回答 

【担当課】くらし交通安全課 

消費者被害については、知識や情報量の差など消費者に不利な状況を利用して契

約を締結する等により発生する被害のことですが、その類型は多様であり被害者の

明確な定義が難しいこと、また、センターに寄せられる相談は被害に遭う前のケース

も多く、相談により被害に至らない場合も多々あることから、被害者件数としては把

握しておりません。 

（参考）八戸警察署管内における特殊詐欺の認知件数 

平成30年～令和元年 11件 

令和２～４年 ６件 

令和５年 ９件 

@ 
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〇施策３―Ⅲ－１．健康づくりの推進（P30～P33）                                 

№ 内 容 

４ 

質問 

健康づくりの推進 

① 進行管理指標③④⑤について、分母と分子の定義を教えてください。 

② 自己評価で「指標③④⑤について当市のがん検診受診率は全国平均より高いが

県内平均では低い傾向である」とありますが、全国平均を教えてください。 

③ 日本は市町村が実施する住民検診だけではなく、事業者や保険者が実施する職

域検診やその他多様な機会があることから、実態があまり掴めていないことは理

解できますが、国保対象者など、ある程度の母集団を掴めていての住民健診受診率

の算出ができないものでしょうか。 

④ 健康はちのへ21計画の資料で、がん検診受診率は３～４割程度だった記憶があ

ったのですが、今回の資料１の進行管理指標である「各種がん検診の受診率」は１

割前後となっています。適切な数値なのでしょうか。現状を教えてください。 

 

回答 

【担当課】健康づくり推進課 

①  進行管理指標③④⑤の各種がん検診の受診率の分母は、対象年齢である40歳か

ら69歳の者で当市に住民台帳登録数（ただし、胃がんは50歳～69歳の者）です。 

    分子は、市が実施するがん検診を受診した者で、「わが家の健康カレンダー」

に掲載している住民健診を申し込み受診した者と国保ドック（胃・肺・大腸がん

検診）受診者で構成されています。 

 

②  全国平均の受診率は以下の表のとおりです。なお、令和５年度の受診率は現時

点では公表されておりせん。 

 【全国平均受診率】         (％) 

年度 胃がん 肺がん 大腸がん 

R3 6.5 6.0 7.0 

R4 6.9 6.0 6.9 

 

（参考）【八戸市受診率】      （％） 

年度 胃がん 肺がん 大腸がん 

R3 10.1 6.6 6.9 

R4 10.5 7.2 7.6 

 

（次ページへ続く） 
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№ 内 容 

③  厚生労働省に国民健康保険被保険者の受診状況を報告しておりますので、国民

健康保険被保険者を限定とした受診率を算出することは可能です。参考までに国

民健康保険被保険者のがん検診受診率は下記の表のとおりです。 

【国民健康保険被保険者がん検診受診率】 （％） 

年度 胃がん 肺がん 大腸がん 

 

R3 

国 12.1 15.2 16.0 

県 21.7 18.0 22.4 

市 22.1 17.8 17.6 

 

R4 

国 13.1 15.7 16.3 

県 23.0 19.0 23.5 

市 23.0 18.2 18.2 

 

④  市町村は健康増進法に基づく健康増進事業として、厚生労働省が示した「がん

予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（以下「指針」）のもと、検診

事業を実施しており、指針で示された算定式を採用し受診率を算出しており、進

行管理の指標としては適切であると考えております。なお、次期「健康はちのへ

21」から指針が示した算定式を採用し、管理指標とする予定です。 

   指針の算定式を用いて算出される１割前後の受診率は、当市の実態のがん検診

を反映していませんが、現状では事業者や保険者が実施する職域検診や人間ドッ

グなどの個人受診を把握できないため、当市の実態を示す受診率を計算すること

は非常に困難であることをご理解ください。 

 【算定式】 

受診率＝（（前年度の受診者数）＋（当該年度の受診者数）－（前年度及び当該

年度における２年連続受診者数））／（当該年度の対象者数）×100   

 

分母：住民基本台帳人口（40歳～69歳 ただし、胃がん：50歳～69歳） 

  分子：市が実施するがん検診の受診者数：（40歳～69歳 ただし、胃がん：50歳～69歳） 

 

  



 

7 

 

№ 内 容 

５ 

質問 

３―Ⅲ―１．健康づくりの推進 

３―Ⅲ－２．疾病予防・重症化予防の推進 

健康づくりの推進では「がん検診受診率」、疾病予防・重症化予防の推進では「が

ん検診精密検査の受診率」が進行管理指標として設定されていますが、それぞれの施

策に対する進行管理指標の選定理由とその違いについて教えてください。 

 

回答 

【担当課】健康づくり推進課 

健康づくり推進では、早世の減少と健康寿命の延伸を目指す姿としており、死因原

因の１位である悪性新生物（がん）による死亡者数を減らすことを目的にがん検診を

実施していることから、進行管理指標として、がん検診受診率を採用しております。 

疾病予防・重症化予防の推進では、がんや生活習慣病の疾病予防・重症化予防と早

期治療を目指す姿としており、がん検診を受診し精密検査を必要と判定を受けた者

が精密検査を受診しないことは、最悪の場合、命を落とすことにつながることから、

精密検査未受診者を減らすため、受診者進行管理指標として、がん検診の精検受診率

を採用しております。 
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〇施策４―Ⅰ－１．地域福祉の充実（P45～P47）                                  

№ 内 容 

６ 

質問 

地域福祉の充実 

市の自己評価に「市LINE公式アカウントに協力事業者が通報先を容易に調べられ

る機能を追加」とありますが、 

① 具体的にどのような機能なのか 

② また、どういった場合にこの機能が活かされ、見守り活動が強化されたのか教え

てください。 

 

回答 

【担当課】福祉政策課 

① 市への通報先は、高齢者、障がい者、道路、公園など、異変・異常の内容ごとに

異なるため、協力事業者は、通報事案発生時に、迅速かつ的確に通報先を特定し、

通報する必要があります。 

今回の機能は、協力事業者が携帯しているスマートフォンでの通報を想定してお

り、スマートフォンへ合言葉を入力することで開始するチャットボットを活用し、

複数あげられる異変・異常の中から適切な内容を選び、最終的に表示される通報先

をタップすることで、そのまま通話が可能となるものです。 

 

② これまでは協力事業者に対し、通報先を記載した紙の通報マニュアルを配付し、

持参することをお願いしておりました。本機能の運用開始により、手元にマニュア

ルがない場合でも通報先の特定が可能となり、早期通報やその後の迅速な対応に

つながっているものと推測され、見守り活動の円滑化が図られているものと考え

ております。 
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〇施策４―Ⅱ－４．男女共同参画の推進（P73～P75）                                 

№ 内 容 

７ 

質問 

男女共同参画の推進 

市の自己評価に「令和５年度はＬＧＢＴ等に関する理解促進を図っている」とあり

ますが、国や各自治体単位でも同時に取り組まれているなかで、地方では保守的な文

化や価値観との共生や相互の歩み寄りに課題が多くあるのではないかと思われます。

それらを踏まえて八戸市では施策のどのような工夫をしている、または今後取り組

んでいくことを検討されていますか。 

 

回答 

【担当課】市民連携推進課 

当市においてＬＧＢＴ等理解促進事業を進める上で、まず市の各部署で適切な対

応を行うことはもちろん、事務事業の見直しや新たな施策展開に取り組むことがで

きるよう、令和４年度に当事者の方を講師として市職員向けの研修会を実施したほ

か、令和５年３月には多様な性のあり方に関する「八戸市職員にじいろガイドライ

ン」を策定・共有し、市ホームページでの公開を行っております。 

令和５年度からは市民向けの理解促進事業に注力しており、その１つとして「性的

マイノリティ関連講座」を開催しておりますが、より多くの市民に関心を持ってもら

い理解を深めてもらうためには、講座のテーマや対象、周知方法、実施方法を工夫し

ながら、広く市民に受講の機会を提供し続けることが必要だと考えています。 

令和５年度は高齢の当事者とその支援者向けのテーマで開催し、主に医療・福祉・

介護事業者へ案内しましたが、令和６年度は対象を限定せず基礎知識を中心とした

内容の講座とし、周知先も拡大しています。 

実施方法についても、Web会議システムを活用することで、東京など都市圏で活躍

している方や学識経験者による講演を可能とし、当日来場できない方のために後日

オンデマンド配信を行い、それぞれの環境に合わせて受講できるように工夫してい

ます。 

また、令和５年度にＬＧＢＴ等理解促進リーフレットを作成し公共施設等に設置

するとともに、市ホームページや広報はちのへにも同じ内容を掲載しておりますが、

より多くの市民に知っていただけるよう、今後も様々な方法で情報発信したいと考

えています。 

 

 

 

 

 



 

10 

〇施策４―Ⅱ－５．多文化共生の推進（P76～P79）                               

№ 内 容 

８ 

質問 

多文化共生の推進 

進行管理指標の動向②である「小中学校において日本語教育支援を受けた児童生

徒数」について 

① 令和５年は19人とありますが、すべての支援ニーズに対応している数字なので

しょうか。例えば19人以上の支援の要請があるのでしょうか。 

② 日本語教育支援を申請するための基準はどのようなもので、誰が判断するので

しょうか。 

 

回答 

【担当課】学校教育課 

① 令和５年度に学校長から申請があった児童生徒数は19人であり、申請があった

児童生徒全員に対し、講師の派遣を決定しております。 

② 日本語が未修得である等の理由により、学校生活への適応が不十分な状態にあ

ると認められる八戸市立小・中学校に在籍している帰国児童生徒及び外国籍児童

生徒が支援の対象となります。日々の教育活動を実施し、学校生活への適応状況を

注視している学校長の判断で申請いただき、支援の可否は教育長が決定していま

す。 

 

（参考）日本語教育支援事業について 

八戸市立小・中学校に在籍している帰国児童生徒及び外国籍児童生徒に対し、本人

及び保護者のニーズに応じて日本語教育支援講師を学校に派遣し、日本語習得のため

の初期学習等を支援することにより、学校生活への適応を図ることを目的としていま

す。学校長からの申請を受け、教育長が適当と認めるときは、講師派遣事業者の同意

を得た上で講師の派遣を決定します。 

 

 


